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※金額については、表示単位未満を四捨五入して端数調整をしていないものが

あるため、合計等と一致しない場合があります。 
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１．令和元年度決算のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支とは 形式収支（歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額）から、翌年

度に繰り越す事業に充てるための財源を差し引いたもので、当該年度に属す

べき収入と支出の差を示しています。 

その金額の１／２以上は財政調整基金に積み立てるか、または地方債の繰

上げ償還を行うことになっており、残りは前年度繰越金として翌年度の歳入

となります。 

実質収支 ４億８，０７２万円（前年度比１，６２９万円減） 

令和元年度一般会計の決算規模は、歳入が３１３億７６３万円で前年度比２億２，９５０万円 

（０．７％）の減、歳出は３０６億１，６６８万円で前年度比５，２４８万円（０．２％）の減

となり、翌年度への繰越財源を差し引いた実質収支は４億８，０７２万円となりました。 

なお、普通会計における単年度収支は、▲１，５９７万円でしたが、財政調整基金の取り崩しな

どを加味した実質単年度収支は１億３，８９３万円となり、平成 28年度以来、３年ぶりに黒字と

なりました。 

一般会計決算の状況

令和元年度① 30年度② 増減①-② 増減比

歳 入 決 算 額 Ａ 313億763万円 315億3,713万円 ▲2億2,950万円 ▲0.7％

歳 出 決 算 額 Ｂ 306億1,668万円 306億6,916万円 ▲5,248万円 ▲0.2％

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ-Ｂ 6億9,095万円 8億6,797万円 ▲1億7,702万円

繰 越 財 源 Ｄ 2億1,023万円 3億7,096万円 ▲1億6,073万円

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ-Ｄ 4億8,072万円 4億9,701万円 ▲1,629万円

歳入決算額

313億763万円

歳出決算額

306億1,668万円

310億円 320億円

9億2,044万円

5億6,349万円 5億5,799万円 4億9,701万円 4億8,023万円
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一般会計決算の状況

実質収支（黒字額）の推移

翌年度繰越財源 2億1,023万円

290億円 300億円

実質収支

形式収支

4億8,072万円

6億9,095万円
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市債発行額及び市債残高の推移

3,844,179 3,673,920

4,939,001

4,317,421 3,679,492

39,568,012
38,591,660 38,994,381

38,721,310 38,577,037

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市債発行額 市債残高
（単位：千円）

（市債残高）（市債発行額）

一般会計・各特別会計市債残高（純計処理前数値） （単位：千円）

会　　　　計　
平成30年度末
残　高（Ａ）

令和元年度
発　行　額

令和元年度
元金償還額

令和元年度末
残　高（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

一 般 会 計 38,721,310 3,679,492 3,823,765 38,577,037 ▲ 144,273

住 宅 資 金 特 別 会 計 2,584 0 1,558 1,026 ▲ 1,558

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 4,883,718 194,300 331,378 4,746,640 ▲ 137,078

農 業 集落 排水 事業 特別 会計 2,795,697 10,600 181,398 2,624,899 ▲ 170,798

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 493,587 27,300 13,251 507,636 14,049

合　　　　計 46,896,896 3,911,692 4,351,350 46,457,238 ▲ 439,658

《市債》 市債の現在高は前年度より  
１億４，４２７万円の減少  

令和元年度の一般会計の市債発行額は、平成３０年７月豪雨災害などに係る災害復旧事業の実施

や、西城保育所の移転整備及び新焼却施設の敷地造成工事などの実施に伴い、発行額全体で３６億

７，９４９万円となりました。 

前年度と比較すると、平成２６年度から実施してきた超高速情報通信網や新庄原市斎場「和の丘」

の整備などの大型事業が完了したことに伴い、６億３，７９３万円の減額となりました。 

また、実質公債費比率は、１３．２％と前年度と比較し、１．２％改善されました。 

 

16.8%
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27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

実質公債費比率の推移（普通会計ベース）
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（１）歳入決算の概要 

令和元年度の一般会計歳入決算額は、３１３億７６３万円（対前年度０．７％減）となりまし

た。主な歳入の増減は以下のとおりです。 

  

２．歳入決算の概要 

① 市 税 ： 個人市民税が１２億７，１８０万円（１，６３４万円減）と減少したものの、

法人市民税２億２，１１８万円（２，０８１万円増）となり、市民税全体で１

４億９，２９８万円（４４８万円増）となった。また、固定資産税が、家屋の

新築や償却資産の太陽光発電設備に係る軽減措置分の終了などにより、１９億

４，６２４万円（２，８７９万円増）となり、市税全体では前年度比３，７３

６万円（１．０％）増の３8億４０５万円。 

② 各種交付金 ： 地方消費税交付金６億５，６５６万円（２，６４１万円減）、自動車取得税交

付金 ８，１９６万円（６，６３７万円減）、株式等譲渡所得割交付金８１６

万円（１４９万円減）などにより、前年度比７，３４６万円（▲８．４％）減

の８億１３３万円。 

③ 地方特例交付金： 自動車税及び軽自動車税の環境性能割に係る臨時的軽減による減収補填１，２

０１万円（皆増）及び、子ども・子育て支援臨時交付金９，４３０万円（皆

増）の交付により、前年度比１億８４１万円（９７２．８％）増の１億１，９

５５万円。 

④ 地方交付税 ： 合併算定替の特例措置の段階的縮減などの影響により普通交付税が１１５億

３，９１５万円（２億８，４４４万円減）に減少した。また、特別交付税も、

平成 30年７月豪雨災害に係る交付額が減少し、１８億３，３１９万円（２億

７，１８３万円減）となり、地方交付税全体では前年度比５億５，６２８万円

（▲４．０％）減の１３３億７，２３５万円。 

⑤ 国庫支出金 ： 廃棄物処理施設災害復旧費補助金７億３，８８５万円（皆増）、過年発生公共災

害復旧費負担金２億３，１０２万円（皆増）、現年発生公共災害復旧費負担金８

億４，０５０万円（５億５，４１３万円増）などにより、前年度比１５億１，

３６８万円（６４．６％）増の３８億５，７１５万円。 

⑥ 県 支 出 金 ： 現年農地災害復旧事業補助金１億８，３９１万円（１億５，１５８万円増）、過

年農業用施設災害復旧事業補助金１億３，５９６万円（皆増）、畜産競争力強化

対策事業補助金３億１，７３９万円（２億５６０万円減）、現年災害査定設計委

託費補助金１５１万円（１億１，３１０万円減）などにより、前年度比３億９

６０万円（１１．６％）増の２９億８，４３０万円。 

⑦ 繰 入 金 ： 財政調整基金の取崩額が、８億円から１億円に大幅に減少したことや、減債基

金の取崩を行わなかったことなどから、繰入金全体では、前年度比１３億１，

０９４万円（▲７２．７％）減の４億９，２１９万円。 

⑧ 諸 収 入 ： プレミアム付商品券売払収入６，１５２万円（皆増）、後期高齢者医療療養給付

負担金精算還付金３４８万円（１，２３１万円減）などにより、前年度比５，

６８０万円（１６．６％）増の３億９，８５０万円。 

⑨ 市 債 ： 情報格差是正事業が６億６０万円の皆減、単独公共災害復旧事業６，４５０万

円（２億９，９９０万円減）や斎場整備事業２，１３０万円（５億９，９４０

万円減）、児童福祉施設整備事業６億７，１８０万円（４億８，７７０万円増）

などにより、前年度比６億３，７９３万円（▲１４．８％）減の３６億７，９

４９万円。 

⑩ そ の 他 ： 市立保育所運営費保護者負担金（現年度分）９，５１１万円（４，９３３万円

減）、庄原市ふるさと応援寄附金７，５８１万円（４，５６７万円増）、小規模

崩壊地復旧事業分担金４，７９４万円（４，２４８万円増）などにより、前年

度比２億７，３８２万円（２７．２％）増の１２億８，０３９万円。 
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歳入決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

▲ 14.8

76.1

▲ 12.6 ▲ 637,929

▲ 19.7

1,570

▲ 1,310,936

56,804

3.5

▲ 72.7

341,698

44,263

1,803,123

16.6

27.2 1,006,577

合　　　　計 31,307,630 ▲ 0.7 31,537,125 1.0 ▲ 229,495

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

45,833

492,187

398,502

対前年度 対前年度

▲ 2.7 37,364

国 庫 支 出 金 3,857,149 64.6 2,343,465

県 支 出 金 2,984,299 11.6 2,674,695

972.8地 方 特 例 交 付 金 119,552

地 方 譲 与 税

市 税

歳　入　項　目

801,328

令和元年度
決算額　　Ａ

各 種 交 付 金 ▲ 8.4

472,500 11.3

11,144

▲ 73,455

11.6 108,408

874,783 0.5

13.6 1,513,684

5.6 309,604

▲ 0.5 ▲ 556,276

※各種交付金とは、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自
動車取得税交付金、環境性能割交付金、交通安全対策特別交付金をいいます。

▲ 1.0

地 方 交 付 税 13,372,345

※その他とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、寄附金、繰越金をいいます。

273,817

市 債 3,679,492 ▲ 14.8 4,317,421

そ の 他 1,280,394

424,650 1.0 47,850

3,804,049 1.0 3,766,685

平成30年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ

▲ 4.0 13,928,621

市税 12.2%
地方譲与税 1.5%

各種交付金 2.6%

地方特例交付金 0.1%

地方交付税 42.7%
国庫支出金 12.3%

県支出金 9.5%

財産収入 0.1%

繰入金 1.6%

諸収入 1.3%

市債 11.8%
その他 4.1%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

令和元年度歳入決算額の構成比
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（２）市税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

2.9

合　　　　計 3,804,049

0.3

市　税　項　目
対前年度

0.3

▲ 1.3

令和元年度
決算額　　Ａ

1,271,802

▲ 1.3 646

1,288,141

1,488,504

平成30年度
決算額　　Ｂ

個 人 分

軽 自 動 車 税

市 民 税 ▲ 4.8

固 定 資 産 税

1.4

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度

28,785

20,814

4,142

▲ 8.7200,363

▲ 1.4

146,262

1,917,452

142,120

法 人 分

1.51,946,237

▲ 4.2

4,475

▲ 16,339

221,177

1,492,979

10.4

市 た ば こ 税 202,801

496

203,447

▲ 10.1 552

▲ 2.7

15,256

10.6

▲ 628入 湯 税 ▲ 5.0

鉱 産 税

14,628 ▲ 4.1

37,3641.0 3,766,685

▲ 56

3,761,168 
3,847,487 3,871,540 3,766,685 3,804,049 

90.7 90.7 90.7 90.0 89.6 

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

3,000,000

3,200,000

3,400,000

3,600,000

3,800,000

4,000,000

4,200,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市税決算額

市税徴収率
決算額
（千円）

個人分 33.4%

法人分 5.8%
固定資産税 51.2%

軽自動車税 3.8%

市たばこ税 5.4% その他 0.4%

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 市たばこ税 その他

令和元年度市税の構成比

市税決算額と徴収率の推移
徴収率
（％）

《市税》 法人市民税及び固定資産税の増により３８億４０５万円 
個人市民税は、所得割の減少などにより前年度比１，６３４万円（▲１．３％）減少したものの、

法人市民税が前年度比２，０８１万円（１０．４％）の増額となり、市民税全体では４４８万円 

（０．３％）の増となりました。また、家屋の新築や償却資産の太陽光発電設備に係る軽減措置分の

終了などにより固定資産税が２，８７９万円（１．５％）の増額、環境性能割の新設などにより軽自

動車税が４１４万円（２．９％）増額したことにより、税収全体では前年度比３，７３６万円（１．

０％）増の３８億４０５万円となりました。 
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（３）地方交付税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）臨時財政対策債について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨時財政対策債の前年度対比 (単位：千円、％)

19年度

20年度

21年度

22年度

令和元年度
決算額　　Ａ

平成30年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

▲ 2.7 ▲ 188,629臨 時 財 政 対 策 債 524,192 ▲ 26.5 712,821

999,479 

739,120 732,801 712,821 
524,192 

0

400,000

800,000

1,200,000

1,600,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

（単位：千円）
臨時財政対策債の推移

地方交付税の前年度対比 (単位：千円、％)

普 通 交 付 税 11,539,152 ▲ 2.4 11,823,594

13,372,345

令和元年度
決算額　　Ａ

合　　　　計

対前年度

特 別 交 付 税 1,833,193

平成30年度
決算額　　Ｂ

▲ 2.9 ▲ 284,442

対前年度

差　　引
Ａ-Ｂ

地方交付税項目

▲ 556,276▲ 0.5

▲ 12.9 2,105,027 15.8 ▲ 271,834

13,928,621▲ 4.0

13,638,873 12,733,851 12,178,510 11,823,594 11,539,152 

1,843,149
1,876,211

1,817,574 2,105,027
1,833,193

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

（単位：千円） 普通交付税 特別交付税

地方交付税の推移

《地方交付税》普通交付税の減により１３３億７，２３５万円 
普通交付税は、合併算定替の特例措置の段階的縮減率が、平成３０年度の７割から令和元年度は

９割へ増加したことなどにより、前年度比２億８，４４４万円減の１１５億３，９１５万円となり

ました。 

また、特別交付税は、平成 30年７月豪雨災害に起因する交付額の減少により、前年度比２億７，

１８３万円減の１８億３，３１９万円となり、地方交付税全体では前年度比５億５，６２８万円（▲

４．０％）減の１３３億７，２３５万円となりました。 

《臨時財政対策債》 前年度から減額 ５億２，４１９万円 

臨時財政対策債は、前年度比１億８，８６３万円（▲２６．５％）減の５億２，４１９万円の発

行となりました。 



 

７ 

令和元年度の一般会計歳出決算額は、３０６億１，６６８万円（対前年度０．２％減）となり

ました。主な歳出の増減は以下のとおりです。 

 

（１）歳出決算額（款別） 

① 議 会 費 ： 議会運営事業１，６５９万円（１２５万円減）など、前年度比７５万円（▲

０．４％）減の２億４８０万円。 

② 総 務 費 ： 参議院議員選挙費３，９９９万円の皆増、情報格差是正事業６２５万円（７億

９，２２９万円減）など、前年度比６億４，５６３万円（▲１６．１％）減の

３３億５，９９６万円。 

③ 民 生 費 ： 保育所施設整備事業６億４，００１万円（５億５，５４７万円増）、プレミアム

付商品券事業８，６６２万円の皆増、子育て支援施設整備事業６，２７７万円

（５，１４８万円減）など、前年度比６億９８５万円（８．２％）増の８０億

１，８７７万円。 

④ 衛 生 費 ： 新焼却施設整備事業３億９，１９７万円（２億６，７５３万円増）、斎場整備事

業３９３万円（６億６，８１７万円減）など、前年度比５億４，６７９万円

（▲１７．７％）減の２５億４，９８８万円。 

⑤ 労 働 費 ： 中国労働金庫預託金６，８００万円、庄原地区メーデー開催費等補助金９万円

で、前年度比１万円（▲０．０％）減の６，８０９万円。 

⑥ 農林水産業費 ： 地籍調査事業９，８１２万円（９，０４５万円増）、畜産振興事業３億７８２万

円（２億２，５３６万円減）、耕地推進事業３，５５７万円（５，９８８万円

減）など、前年度比１億２，３９７万円（▲４．７％）減の２５億６６６万

円。 

⑦ 商 工 費 ： 企業立地対策事業１，８６７万円（３，９５５万円減）、観光交流事業１億２，

７２２万円（２，１４６万円減）など、前年度比３，９２７万円（▲６．５％）

減の５億６，０６９万円。 

⑧ 土 木 費 ： 土地区画整理事業１億６，６３４万円（７，７９０万円減）、災害防除事業６，

８９５万円（７，５５１万円減）、除雪事業１億６，０３６万円（３，２８５万

円減）など、前年度比３億４，０１２万円（▲１２．２％）減の２４億４，８

００万円。 

⑨ 消 防 費 ： 消防施設整備事業３，４２６万円（２，１８７万円減）、非常備消防事業１億

３，０６６万円（１，７９６万円減）など、前年度比３，３６７万円（▲３．

０％）減の１０億８，３８１万円。 

⑩ 教 育 費 ： 社会体育施設管理事業１億９，１２７万円（６，５４３万円増）、小学校事務局

教育振興事業１億５，２７２万円（２，７２５万円増）など、前年度比７，３

５１万円（３．９％）増の１９億５，７５２万円。 

⑪ 災害復旧費 ： 廃棄物処理施設災害復旧事業１０億１，９０９万円（１０億５０５万円増）、過

年公共災害復旧事業２億６，９７７万円の皆増、現年農地災害復旧事業３億２

９８万円（１億６，６２７万円増）、過年農業用施設災害復旧事業１億５，１６

３万円の皆増、現年農業用施設災害復旧事業４億２，２３２万円（１億３，１

３３万円増）など、前年度比１７億３，６７０万円（１０５．１％）増の３３

億８，８９０万円。 

⑫ 公 債 費 ： 前年度比８億１，３０７万円（▲１６．８％）減の４０億２，００７万円。 

⑬ 諸 支 出 金 ： 森林環境整備基金４，５７６万円の皆増、ふるさと応援寄附基金４，１２１万

円（３，８５６万円増）、過疎地域自立促進基金３億６，０９４万円（１，２１

８万円減）など、前年度比７，０７４万円（１８．７％）増の４億４，９５２

万円。 

 

３．歳出決算の概要 
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歳出決算額（款別）の前年度対比 (単位：千円、％)

令和元年度 平成30年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　Ｂ 対前年度 Ａ-Ｂ

議 会 費 204,802 ▲ 0.4 205,547 2.5 ▲ 745

総 務 費 3,359,959 ▲ 16.1 4,005,593 ▲ 3.9 ▲ 645,634

民 生 費 8,018,773 8.2 7,408,927 ▲ 0.9 609,846

衛 生 費 2,549,879 ▲ 17.7 3,096,665 ▲ 10.0 ▲ 546,786

労 働 費 68,090 0.0 68,100 0.0 ▲ 10

農 林 水 産 業 費 2,506,659 ▲ 4.7 2,630,629 ▲ 1.0 ▲ 123,970

商 工 費 560,685 ▲ 6.5 599,955 1.8 ▲ 39,270

土 木 費 2,447,999 ▲ 12.2 2,788,116 ▲ 13.1 ▲ 340,117

消 防 費 1,083,807 ▲ 3.0 1,117,472 ▲ 0.5 ▲ 33,665

教 育 費 1,957,524 3.9 1,884,019 ▲ 14.8 73,505

災 害 復 旧 費 3,388,902 105.1 1,652,203 743.9 1,736,699

公 債 費 4,020,072 ▲ 16.8 4,833,143 0.1 ▲ 813,071

諸 支 出 金 449,524 18.7 378,787 ▲ 3.7 70,737

合　　　　計 30,616,675 ▲ 0.2 30,669,156 0.3 ▲ 52,481

歳　出　項　目

議会費

0.7%
総務費

11.0%

民生費

26.2%

衛生費

8.3%
労働費

0.2%農林水産業費

8.2%

商工費

1.8%

土木費

8.0%

消防費

3.5%

教育費

6.4%

災害復旧費

11.1%

公債費

13.1%
諸支出金

1.5%

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費

農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

災害復旧費 公債費 諸支出金

令和元年度歳出決算額（款別）の構成比
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（２）歳出決算額（性質別） 
 

① 人 件 費 ： 平成 30年７月豪雨災害に係る事務の減少などにより、前年度比６，４９４

万円（▲１．６％）減の３９億６，４９０万円。 

② 物 件 費 ： 前年度からの繰越事業の完了により、平成 30年７月豪雨災害に伴う被災建

物撤去などの実施により災害救助事業が６，２７９万円増、地籍調査事業が

４，８６８万円増したほか、評価替に係る手数料の増額により賦課徴収事業

が３，５１０万円の増、教科書改訂により小学校事務局教育振興事業が２，

９０２万円の増など、前年度比２億８，１１０万円（７．３％）増の４１億

１，８７３万円。 

③ 維持補修費 ： 小学校修繕料が４５３万円減、市営住宅の修繕料が３２４万円減など、前年

度比３５７万円（▲５．２％）減の６，５２９万円。 

④ 扶 助 費 ： 災害見舞金の減により災害救助事業が１，０８０万円減少したものの、障害

福祉サービス費の増加により自立支援事業が３，０２１万円の増、児童手当

や児童扶養手当の増加により児童措置事業が２，２４３万円の増などによ

り、前年度比５，６０２万円（１．５％）増の３７億５３７万円。 

⑤ 補 助 費 等 ： プレミアム付商品券事業が７，２７１万円の皆増、多面的機能支払交付金の

減少により多面的機能支払事業が１，１６５万円の減、水道事業への繰出金

が３，３５５万円の減など、前年度比８６０万円（０．２％）増の３９億

６，４４１万円。 

⑥ 普通建設事業費 ： 西城保育所整備により５億５，５４７万円の増、新焼却施設整備により２億

６，７５３万円の増、超高速情報通信網整備事業完了により７億９，１４９

千円の減、庄原斎場整備完了により６億６，８１７万円の減、強い農業づく

り交付金が２億２，５０５万円の減、地方創生道整備推進交付金事業が８，

５７９万円の減、土地区画整理事業が７，７９０万円の減など、前年度比１３

億３２０万円（▲２５．１％）減の３８億９，８７９万円。 

⑦ 災害復旧事業費 ： 平成 30年７月豪雨に伴う災害復旧工事の増額により、廃棄物処理施設災害

復旧事業が１０億５０５万円の増、農地災害復旧事業が２億４，８１０万円

の増、農業用施設災害復旧事業が２億８，２９６万円の増、林道災害復旧事

業が７，５８６万円の増、公共災害復旧事業が２億８，０４６万円の増な

ど、前年度比１７億１，７５７万円（１０２．７％）増の３３億８，９９４

万円。 

⑧ 公 債 費 ： 前年度比７億６，４５７万円（▲１６．１％）減の３９億９，２８３万円。 
※前頁の公債費との差額は、性質別では公営企業にかかる「公債費」を公営企業

特別会計への「繰出金」として集計してあるため。 

⑨ 積 立 金 ： 森林環境整備基金の新設により４，５７６万円の皆増、ふるさと応援寄附基

金が３，８５６万円の増、過疎地域自立促進基金が１，２１８万円の減な

ど、前年度比７，０７４万円（１８．７％）増の４億４，９５２万円。 

⑩ 貸 付 金 ： 医療従事者育成奨学金貸付事業が７８５万円の増、医療従事者育成奨学金貸

付事業が１，１２２万円の減、奨学金貸付等事業が８０３万円の減など、前

年度比１，４４７万円（▲８．８％）減の１億５，０１８万円。 

⑪ 繰 出 金 ： 介護保険特別会計繰出金が２，９８２万円の増、公共下水道事業特別会計繰

出金が２，４５９万円の減、公営企業にかかる公債費が４，４５６万円の減な

ど、前年度比３，５７７万円（▲１．２％）減の２９億１，６７２万円。 

  



 

１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出決算額（性質別）の前年度対比 (単位：千円、％)

令和元年度 平成30年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　B 対前年度 Ａ-Ｂ

人 件 費 3,964,903 ▲ 1.6 4,029,843 2.1 ▲ 64,940

物 件 費 4,118,726 7.3 3,837,624 ▲ 5.6 281,102

維 持 補 修 費 65,285 ▲ 5.2 68,853 ▲ 21.4 ▲ 3,568

扶 助 費 3,705,374 1.5 3,649,359 ▲ 4.6 56,015

補 助 費 等 3,964,406 0.2 3,955,804 ▲ 1.9 8,602

普 通 建 設 事 業 費 3,898,789 ▲ 25.1 5,201,986 ▲ 14.1 ▲ 1,303,197

災 害 復 旧 事 業 費 3,389,943 102.7 1,672,370 754.2 1,717,573

公 債 費 3,992,830 ▲ 16.1 4,757,402 0.3 ▲ 764,572

積 立 金 449,515 18.7 378,776 ▲ 3.7 70,739

投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 0 ▲ 100.0 0

貸 付 金 150,184 ▲ 8.8 164,649 ▲ 4.5 ▲ 14,465

繰 出 金 2,916,720 ▲ 1.2 2,952,490 ▲ 1.3 ▲ 35,770

合　　　　計 30,616,675 ▲ 0.2 30,669,156 0.3 ▲ 52,481

歳　出　項　目

人件費

13.0%

物件費

13.5%

維持補修費

0.2%

扶助費

12.1%

補助費等

12.9%
普通建設事業費

12.7%

災害復旧事業費

11.1%

公債費

13.0%

積立金

1.5%

投資及び出資金

0.0%

貸付金

0.5%
繰出金

9.5%

人件費 物件費 維持補修費 扶助費

補助費等 普通建設事業費 災害復旧事業費 公債費

積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金

令和元年度歳出決算額（性質別）の構成比
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 令和 ２年１月１日現在 住民基本台帳人口：３４，８６９人 

 平成 31年１月１日現在 住民基本台帳人口：３５，５５６人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．市民一人あたりでみる決算 

◆市民一人あたりの歳入決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

3,804,049 109,095 3,766,685 105,937 3,158 3.0

472,500 13,551 424,650 11,943 1,608 13.5

801,328 22,981 874,783 24,603 ▲ 1,622 ▲ 6.6

119,552 3,429 11,144 313 3,116 995.5

13,372,345 383,502 13,928,621 391,738 ▲ 8,236 ▲ 2.1

3,857,149 110,618 2,343,465 65,909 44,709 67.8

2,984,299 85,586 2,674,695 75,225 10,361 13.8

45,833 1,314 44,263 1,245 69 5.5

492,187 14,115 1,803,123 50,712 ▲ 36,597 ▲ 72.2

398,502 11,429 341,698 9,610 1,819 18.9

3,679,492 105,523 4,317,421 121,426 ▲ 15,903 ▲ 13.1

1,280,394 36,720 1,006,577 28,310 8,410 29.7

31,307,630 897,864 31,537,125 886,971 10,893 1.2

◆市民一人あたりの市税決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

1,492,979 42,817 1,488,504 41,864 953 2.3

個 人 分 1,271,802 36,474 1,288,141 36,229 245 0.7

法 人 分 221,177 6,343 200,363 5,635 708 12.6

1,946,237 55,816 1,917,452 53,928 1,888 3.5

146,262 4,195 142,120 3,997 198 5.0

203,447 5,835 202,801 5,704 131 2.3

496 14 552 16 ▲ 2 ▲ 12.5

14,628 420 15,256 429 ▲ 9 ▲ 2.1

3,804,049 109,095 3,766,685 105,937 3,158 3.0

令和元年度 平成30年度 一人あたり前年度対比

令和元年度 一人あたり前年度対比平成30年度

市 税

歳　入　項　目

合　　　　計

そ の 他

市 債

諸 収 入

繰 入 金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

各 種 交 付 金

地 方 譲 与 税

固 定 資 産 税

市 民 税

市　税　項　目

合　　　　計

入 湯 税

鉱 産 税

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税
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◆市民一人あたりの歳出決算額（款別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

議 会 費 204,802 5,873 205,547 5,781 92 1.6

総 務 費 3,359,959 96,359 4,005,593 112,656 ▲ 16,297 ▲ 14.5

民 生 費 8,018,773 229,969 7,408,927 208,373 21,596 10.4

衛 生 費 2,549,879 73,127 3,096,665 87,093 ▲ 13,966 ▲ 16.0

労 働 費 68,090 1,953 68,100 1,915 38 2.0

農 林 水 産 業 費 2,506,659 71,888 2,630,629 73,986 ▲ 2,098 ▲ 2.8

商 工 費 560,685 16,080 599,955 16,874 ▲ 794 ▲ 4.7

土 木 費 2,447,999 70,206 2,788,116 78,415 ▲ 8,209 ▲ 10.5

消 防 費 1,083,807 31,082 1,117,472 31,429 ▲ 347 ▲ 1.1

教 育 費 1,957,524 56,139 1,884,019 52,987 3,152 5.9

災 害 復 旧 費 3,388,902 97,190 1,652,203 46,468 50,722 109.2

公 債 費 4,020,072 115,291 4,833,143 135,930 ▲ 20,639 ▲ 15.2

諸 支 出 金 449,524 12,892 378,787 10,653 2,239 21.0

合　　　　計 30,616,675 878,049 30,669,156 862,559 15,490 1.8

◆市民一人あたりの歳出決算額（性質別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

人 件 費 3,964,903 113,709 4,029,843 113,338 371 0.3

物 件 費 4,118,726 118,120 3,837,624 107,932 10,188 9.4

維 持 補 修 費 65,285 1,872 68,853 1,936 ▲ 64 ▲ 3.3

扶 助 費 3,705,374 106,266 3,649,359 102,637 3,629 3.5

補 助 費 等 3,964,406 113,694 3,955,804 111,256 2,438 2.2

普 通 建 設 事 業 費 3,898,789 111,812 5,201,986 146,304 ▲ 34,492 ▲ 23.6

災 害 復 旧 事 業 費 3,389,943 97,219 1,672,370 47,035 50,184 106.7

公 債 費 3,992,830 114,509 4,757,402 133,800 ▲ 19,291 ▲ 14.4

積 立 金 449,515 12,892 378,776 10,653 2,239 21.0

投 資 及 び 出 資 金 0 0 0 0 0 0.0

貸 付 金 150,184 4,307 164,649 4,631 ▲ 324 ▲ 7.0

繰 出 金 2,916,720 83,648 2,952,490 83,038 610 0.7

合　　　　計 30,616,675 878,049 30,669,156 862,559 15,490 1.8

歳　出　項　目
令和元年度 平成30年度 一人あたり前年度対比

歳　出　項　目
令和元年度 平成30年度 一人あたり前年度対比
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◆市民一人あたりの市債残高

残高（千円） 一人あたり(円) 残高（千円） 一人あたり(円) 増減額（円） 増減率（％）

一 般 会 計 38,577,037 1,106,342 38,721,310 1,089,023 17,319 1.6

住 宅 資 金 特 別 会 計 1,026 29 2,584 73 ▲ 44 ▲ 60.3

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 4,746,640 136,128 4,883,718 137,353 ▲ 1,225 ▲ 0.9

農業集落排水事業特別会計 2,624,899 75,279 2,795,697 78,628 ▲ 3,349 ▲ 4.3

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 507,636 14,558 493,587 13,882 676 4.9

合　　　　計 46,457,238 1,332,336 46,896,896 1,318,959 13,377 1.0

会　　　　計
令和元年度末 平成30年度末 一人あたり前年度対比
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（単位：千円）

うち当該年度の

森林環境譲与税
その他の財源

森林経営管理事業
庄原市22世紀の森林(もり)づくりビジョン策定
森林経営管理意向調査等業務 5,855 5,855 0

森林環境整備基金費 森林環境整備基金積立金 45,758 45,758 0

51,613 51,613 0

主な事業内容事業名 事業総額

合　　　　　計

森林環境譲与税の使途について

令和元年度に新設された森林環境譲与税は、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や

普及啓発等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとされています。

令和元年度においては、次のとおり森林経営管理事業及び基金積立金として活用しました。

参　考　資　料

（単位：千円）

特定財源 一般財源

障害者福祉　（自立支援事業など） 1,026,987 741,898 285,089

高齢者福祉　（養護老人ホーム入所措置事業など） 314,553 58,198 256,355

児童福祉　（保育所管理運営事業など） 3,137,717 1,381,420 1,756,297

生活保護　（生活保護扶助事業など） 352,153 271,997 80,156

その他　（社会福祉協議会支援事業など） 141,858 5,490 136,368

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

医療　（医療対策事業など） 790,654 200,216 590,438

感染症その他の疾病予防対策　（感染症予防事業など） 103,721 3,867 99,854

健康増進対策　（健康診査事業など） 89,011 2,320 86,691

7,475,245 3,059,569 4,415,676

※上記の事業費は、事務費や事務職員の人件費等を除いています。

区　　　　　分 事業費
財　源　内　訳

社
会
福
祉

保
健
衛
生

社
会
保
険

1,518,591 394,163 1,124,428

合　　　　　計

地方消費税交付金の増収分の使途について

平成26年４月１日及び令和元年10月１日の消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金の増収分につ

いては、その使途を明確化し、「年金、医療、介護及び少子化対策、その他の社会保障施策に要する経

費」に充てることとされています。

令和元年度分は、次のとおり、社会保障関係経費に要する一般財源の一部として活用しました。

令和元年度 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 274,744千円

参考 …地方消費税交付金総額 656,563千円
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参 考 資 料 

≪特別会計≫

特別会計決算の概要（令和元年度）

≪公営企業会計≫

公営企業会計決算の概要（令和元年度損益計算書）

（単位：千円）

≪比和財産区特別会計≫

比和財産区特別会計決算の概要（令和元年度）

47,172

0

47,172

(6,768)

481,585

▲ 328,604

979,798

651,194

▲ 98,274

1,284,453

1,186,179

38,329

(150,233)

183,775

76,436

184

139,653

1,802

20,597

1,025,833

395,126

208,051

0

水道事業 病院事業

648,408

6,307,485

48,295

184

48,295

462

72,475

19

0

337,117

0

0

24,768

0

0

0

0

100,233

1,700

0

0

176

100,233

19,903

休 日 診 療 セ ン タ ー 特 別 会 計 12,300 12,300

70,329

4,016,928国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 4,089,403

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

住 宅 資 金 特 別 会 計 6,427 5,965

歯 科 診 療 所 特 別 会 計 27,481 27,462

70,153

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 650,108

会　計　名
歳入決算額

Ａ

歳出決算額
Ｂ

比 和 財 産 区 特 別 会 計 4,492

当 年 度 純 利益 （純 損失 (▲ )）

経 常 利 益 （ 経 常 損 失 ( ▲ ) ）

特 別 損 失

76,545

0

76,545

営 ( 医 ) 業 収 益

(182,239)

営 ( 医 ) 業 費 用

(うち一般会計等繰入金)

( う ち 企 業 債 支 払
利 息 及 び 取 扱 諸 費 )

営 ( 医 ) 業 利 益 （ 損 失 ( ▲ ) ）

営 ( 医 ) 業 外 収 益

営 ( 医 ) 業 外 費 用

(73,457)

区　　　　分

介 護 保 険 特 別 会 計

1,165,486

合　　　　計

工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 7,429

396,928

13,110,736

介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

（単位：千円）

（単位：千円）

4,411 81

形式収支

7,429

4,014

851

0

1,7000

0

312,349

135,639

951

694

0

Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ

12,773,619

形式収支
Ｃ＝Ａ－Ｂ

実質収支
Ｅ＝Ｃ－Ｄ

特 別 利 益 0 0

81

繰越財源
Ｄ

実質収支

繰越財源
Ｄ

0

0

0

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

0

0

462

19

72,475

176

歳出決算額

Ａ
歳入決算額

6,407,718

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 228,648
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参 考 資 料 

各基金残高（令和元年度末） （単位：千円）
30年度末残高 元年度末残高 元年度中の異動

(H31.3.31) (R2.3.31)

A B C＝B-A

4,375,781 3,826,877 ▲ 548,904 3,976,877

731 731 0 731

7,510 7,510 0 7,510

2,287 2,288 1 2,288

3,532 3,061 ▲ 471 3,061

677 603 ▲ 74 603

3,272,056 3,049,701 ▲ 222,355 3,023,169

23,467 14,534 ▲ 8,933 55,734

2,128 2,645 517 2,645

285,133 195,485 ▲ 89,648 201,560

- 0 0 45,758

188,065 258,083 70,018 354,746

14,456 11,357 ▲ 3,099 6,707

57,759 148,321 90,562 231,263

200,698 201,008 310 201,008

80,898 81,022 124 81,022

60,946.92㎡ 60,946.92㎡ 0.00㎡ 60,946.92㎡

167,128 167,128 0 167,128

現 金 119,538 119,546 8 119,546

86,857 83,905 ▲ 2,952 83,905

60,946.92㎡ 60,946.92㎡ 0.00㎡ 60,946.92㎡

167,128 167,128 0 167,128

現金（ ※ ） 8,721,573 8,006,677 ▲ 714,896 8,398,133

　※現金には有価証券を含む。

庄 原 市 土 地 開 発 基 金

土 地

庄 原 市 比 和 財 産 区 基 金

基 金 残 高 合 計

土 地

庄 原 市 浄 化 槽 整 備 基 金

庄原市ふるさと・水と土の保全基金

庄 原 市 大 富 山 城 築 城 450 年 記 念 基 金

庄 原 市 妹 尾 基 金

庄 原 市 森 林 環 境 整 備 基 金

庄 原 市 学 校 施 設 整 備 基 金

庄 原 市 ふ る さ と 応 援 寄 附 基 金

庄 原 市 過 疎 地 域 自 立 促 進 基 金

庄 原 市 国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

庄 原 市 国 民 健 康 保 険 総 領 診 療 所 基 金

庄 原 市 介 護 給 付 費 準 備 基 金

庄 原 市 農 業 集 落 排 水 事 業 減 債 基 金

基　　金　　名
【参考】令和２年
7月31日現在残高

庄 原 市 財 政 調 整 基 金

庄 原 市 減 債 基 金

庄 原 市 地 域 振 興 基 金

庄原市 上野 公園 及び 胸像 管理 基金
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参 考 資 料 

◆令和元年度　性質別・目的別決算額(普通会計） （単位：千円）

歳　出　項　目 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林 水
産 業 費

商 工 費 土 木 費

人 件 費 189,849 1,719,956 730,947 249,931 262,425 119,814 271,370

物 件 費 9,584 994,885 477,834 902,647 98,867 189,673 314,698

維 持 補 修 費 8,987 4,856 6,308 1,512 2,215 22,839

扶 助 費 3,646,122 1,953

補 助 費 等 5,129 561,988 370,632 724,925 90 1,064,858 159,848 26,669

普 通 建 設 事 業 費 142,957 725,578 584,635 703,398 60,624 1,413,468

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金 403,239 45,758 1

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金 6,000 26,746 68,000 27,346

繰 出 金 9 2,141,899 87,000 269,955 404,197

合 計 204,562 3,838,021 8,097,868 2,584,145 68,090 2,446,773 559,521 2,453,241

（単位：千円）

歳　出　項　目 消 防 費 教 育 費
災     害
復 旧 費

公 債 費 合    計

人 件 費 69,982 350,778 3,965,052

物 件 費 35,775 1,123,946 4,147,909

維 持 補 修 費 1,298 17,270 65,285

扶 助 費 57,299 3,705,374

補 助 費 等 942,152 108,371 113 3,964,775

普 通 建 設 事 業 費 34,600 238,023 3,903,283

災 害 復 旧 事 業 費 3,389,943 3,389,943

公 債 費 3,994,465 3,994,465

積 立 金 517 449,515

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金 22,092 150,184

繰 出 金 2,903,060

合 計 1,083,807 1,918,296 3,389,943 3,994,578 30,638,845


